
書式第12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令 和 7年 度  事 業 報 告 書

1事業の成果
・事業所連絡会の内容を拡充することができ、事業所間の連携を強化することができた。
・法人内での委員会活動 (感染対策委員会、虐待防止・身体拘束適正化委員会等)を強化し、各事業所でも

研修や訓練を拡充できた。
・イベント、販売活動、連絡会などを通し、地域の方々、近隣施設などと交流を深めることができた。
・職員の処遇改善が図れたことは良かったが、各事業の業績が追い付かず、赤字決算となってしまった。

2事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 113,514】 千円)

定款に記載
された

事業名
事 業 内 容 日時 場 所

従事者

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

児童福祉法に
基づく障害児
通所支援事業

放課後等デイサービス
月～土

14:00～

18:00

なかよし
教室

18名
三鷹市内の

障害児

の ベ

2,799:名
47,793

児童福祉法に
基づく障害児
通所支援事業

指定障害児相談支援事業
月～金

10:00～

15:00

土

10:00～

12:00

相談支援
事業所
結い

3名

三鷹市内の

障害児

のベ

85名

2,991
障害者総合支
援法に基づく
特定相談支援
事業

指定特定相談支援事業
三鷹市及び

近隣地域の

障害者

の ベ

113名

障害者総合支
援法に基づく
特定相談支援
事業

就労継続支援B型
生活介護

月～金

9:30^ψ

16:00
すきっぷ 12名

三鷹市及び

近隣地域の

障害者

のベ

3,787名
55,551

行動援護・移動支援
毎 日

9:00～
18:00

日向ケア

サービス
11名

三鷹市内の

障害者 (児 )

のベ

550名
7,178

障害児 (者 )に対
し地域生活を充

実させるための支

援事業

その他、上記に

関連した事業

(2)その他の事業

該当ありません。

生起 墨ま丞囁動迭人上主ユ塗



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 7年度  活 動 計 算 書
令和7年4月 1日 から令和8年 3月 31日 まで

事業報告用

生立左営狙 選蛙型=塾望±上会
(単位 :円 )

108,154,259

1受取入会金・会費
受取入会金
受取会費
2事業収益
障害福祉サービス事業収益

介護・訓練等給付費収益
就労支援事業収益
相談支援事業収益

障害児通所給付費収益
一般事業収益
3受取補助金等
受取補助金・助成金
4受取負担金
受取負担金
5受取寄附金
受取寄附金

6その他収益
受取利息
雑収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1事業費
(1)人件費
給料手当
処遇改善手当
賃金
報償費
法定福利費
人件費計

(2)そ の他経費

福利厚生費
旅費交通費
利用者交通費
利用者作業費
役務費
保険加入費
消耗品費
備品費
修繕費
指導用材料費

施設整備費 (光熱水費)
使用料及び賃借料
委託料
研修費
行事費
交際費
諸会費
車両費
租税公課
減価償却費
就労支援事業費
雑費
その他経費計

事業費計

金 額口
Ｈ科

0

243,000

94,912,572

11,684,076

571,400

714,767

243,000

28 444

48,530,682
2,379,859
2,694,721
40,995,623
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2管理費
(1)人件費
給与
賃金
報償費
人件費計

(2)そ の他経費
旅費交通費
役務費
消耗品費
水道光熱費
使用料及び賃借料
委託料
交際費
諸会費
租税公課
減価償却費
その他経費計

管理費計
経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益
過年度損益修正益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

過年度損益修正損
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

正

22,620
7,061
0

745 763

(単位 :円 )

116 640 444

29,681
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 7年度 貸 借 対 照 表
令和 8年 3月 31日 現在

事業報告用

生産た営狙 饉蛙里ニユユ±上金

(単位 :円 )

科
日
［

金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

貯蔵品

未収金

前払費用

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
建物附属設備

車両運搬具

工具器具備品

減価償却累計額

有形固定資産計

ソフトウェア

敷金・預託金

無形固定資産、投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

未払法人税等

預り金

短期借入金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

固 定 負 債
△

計

計

負  債  合

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

16,925,335

39,583

16,940,552

1,218,334

2,356,062

8,046,973

2,519,218

△ 12,113,034

35,123,804

1,926,329

37 050 133

7,395,836

809,219

127,050

990,060

1,117,110

7,039,433

70,000

286,403

0

7,395,836

0

0

37,610,482

△ 7,956,185

29,654,297

37,050,133



令和 7年度  計算書類の注記

1重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正

会計基準協議会)に よっています。

(1)有形固定資産の減価償却の方法
法人税法に基づく定率法によっています。

(2)消費税等の会計処理
税込方式による会計処理を行っています。

2事業別損益の状況

3施設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳
該当ありません。

事業報告用

盤認 塵塾匠動法と 上▲越虚

2017年 12月 12日 一部改正 PO法人

(単 円 )

合計
就労支援・生
活介護事業

管理部門科 目 相談支援事業
放課後等デイ
サービス事業

一サアケ向¨
ス

日

ビ

243,000

92,221,026

2,379,859

311,687

11,684,076

571,400

714,767

28,444

42,505,381

2,379,859

88,774

8,005,448

25,000

5,000

243,000

175,724

23,444

2,694,721

311,954

40,995,623

222,913

3,150,075

571,400

511,043

6,025,301

216,599

3,000

108,154,2596,244,900 53,009,462 442,1683,006,675 45,451,054

38,828,028

13,271,632

24,353,154

120,000

9,199,445

1,477,043

1,077,725

2,679,078

1,037,355

16,304,453

5,263,225

13,393,238

60,000

4,283,815

22,620

7,061

20,607

1,963,911

170,673

374,245

19,060,001

6,760,009

7,899,532

60,000

3,857,668

85,772,25939,304,731 29,6812,529,436 37,637,210 6,271,201

368,506

30,000

66,720

313,711

359,063

498,155

741,242

25,000

94,060

503,357

6,357,273

4,943,915
3,300

158,061

61,681

3,000

943,634
500

775,495

2,379,859

166,761

216,306

1,000

173,636

19,312

6,355

33,908

57,056

20,148

21,600

1,276,352

98,556

66,720

400,470

907,791

1,116,430

1,245,078

30,500

978,972

1,187,071

10,502,863

6,024,941

6,300

174,551

87,985

31,600

2,195,053
2,600

2,121,731

2,379,859

32,762

38,728

207,644

39,248

4,845

62,673

1,631

47,785

10,567

43,384

5,500

884,912

554,503

3,451,914

720,636

3,000

16,490

6,156

7,000

1,251,419

1,100

1,172,600

27,917

840,395

30,367

86,759

270,213

586,573

244,146

84,128

452,124

264,086

4,778

17,246

63,969

21,135

30,868,185462,005 10,156,100 907,466 18,626,532 716,082

116,640,44447,793,310 7,178,667 57,931,263 745,7632,991,441

△ 8,486,185Δ 2 342 256 △ 933 767 Δ 4,921,801 △ 303,59515,234

I 経常収益
1・ 受取入会金会費
2.事業収益
給付費等収益

就労支援収益
一般事業収益
3.受取補助金等
4.受取負担金
5.受取寄付金
6.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

処遇改善手当

賃金

報償費

法定福利費

人件費計
(2)そ の他経費
福利厚生費

旅費交通費

利用者交通費

利用者作業費

役務費

保険加入費

消耗品費

修繕費

指導用材料費

施設整備費(水道光熱費)

使用料及び賃借料

委託料

研修費

行事費

交際費

諸会費
車両費

租税公課

減価償却費

就労支援事業費

雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



4使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

(単位 :円 )

5固定資産の増減内訳
(単 円 )

6借入金の増減内訳
該当ありません。

7役員及びその近親者との取引の内容
該当ありません。

8その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項

該当ありません。

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

障害者日中活動系サービ
ス推進費

東京都障害福祉サービス等

職員居住支援特別手当事業

補助金

東京都デデタル技術等活用
支援事業補助金

0

0

0

5,746,000

2,860,000

1,047,000

5,746,000

2,860,000

1,047,000

0

0

0

△ 計 9.653.000 9.653.000

減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額

2,356,061

7,305,091

2,768,742

817,950

有形固定資産

建物付属設備

車両運搬具

工具器具備品

ソフトウェア

敷金

預託金

2,356,062

8,046,973

1,559,142

945,000

340,000

35,060

0

0

1,276,936

0

615,000

0

2,356,062

8,046,973

2,836,078

945,000

955,000

35,060

1

741,882

67,336

127,050

955,000

35,060

13,247,844 1,926,32913,282,237 1,891,936 15,174,173合計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 財 産 目 録 事業報告用

令和 8年 3月 31日 現在

生定上賞型孟勤法人」逆」上金

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

手元現金

銀行預金

郵便振替口座

貯蔵品

ギフト券

未収金

給付費未収全 国保連 2, 3月 請求分ほか
前払費用

翌期家賃、駐車場代,委託料

流 動 資 産 合 計
2 固定資産
建物附属設備

車両運搬具

工具器具備品

有形固定資産計

ソフトウェア

敷金

預託金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

人件費、利用者工賃ほか

未払法人税等

従業員預り金

所得税、住民税

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

91,159

16,725,295

108,881

39,583

16,940,552

1,218,334

35,123,804

1,926,329

37,050,133

1

741,882

67,336

809,219

127,050

955,000

35,060

7,039,433

70,000

286,403

0

7,395,836

0

7,395,836

29,654,297



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 年間役員名簿

1 確認事項

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役  名
(フ リガナ) 前事業年度内

の就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏    名

理事

t-<f rtv* R7年 4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日山田 晴男

理事

タナベ  リョウスケ R7年 4月 1日

R8年 3月 31日

年  月  日

年 月 日田邊 了資

理事

チムラ ユイ R7年4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日千村 由

理事

アカマツ アヤコ R7年 4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日赤松 絢子

理事

クガ シュウイチ R71年4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日久我 修一

理事

シシド アケミ R7(年 4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日宍戸 明美

理事

ニシナ チカコ R7年 4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日仁科 周子

理事

フジモ ト サユリ R7年4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日藤本 さゆり

理事

ホンダ タクミ R7年4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日本多 拓美

10 理事

マツイ トモエ R7年 4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日松井 智江

11 監事

イ トウ ノリヨシ R7年4月 1日

R8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日伊藤 則義

12

年 月 日

日年 月

年 月 日

年 月 日

生塵 建圭型騒動迭左
=塑
ユ上全



書式第4号 (法第10条・第28関係 )

社 員 名 簿  (社 員のうち10人以上の者の名簿) 事業報告用

生立差営利活動迭込
=2塵
し全

氏    名

1 石井 史恵

2 鈴木 由美

3 千村 由

4 中込 良江

5 高橋 友美子

6 飯田 志保

7 鈴木 敦子

8 大木 優子

9 岡本 泰英

10 大内 利枝

11

12




